
2022年3月31日現在 （単位：円）

14,952,598,969 5,303,308,337

6,577,434,062 1,860,783,752

233,748,000 630,000,000

7,611,616,545 248,498,729

192,947,246 107,841,700

350,749,918 1,008,774,520

17,790,789 1,261,496,276

12,156,796 93,940,820

5,327,800 91,972,540

△49,172,187

597,324,872 188,944,005

21,349,680 187,095,721

10,720,233 1,848,284

10,629,447

52,544,078

50,990,006

1,452,537 5,492,252,342

101,535

523,431,114

401,275,000 10,057,671,499

59,496,000 100,000,000

56,965,646

190,000 9,960,051,579

5,504,467 2,727,500

94,001 9,957,324,079

△94,000 2,000,000,000

7,957,324,079

△2,380,080

10,057,671,499

15,549,923,841 15,549,923,841

当期純利益 675,986,026

資 産 合 計 負債及び純資産合計

株式会社 冨士工

純 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金 別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

出 資 金 利 益 剰 余 金

長 期 前 払 費 用 利 益 準 備 金

長 期 金 銭 債 権 その他利益剰余金

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 株 主 資 本

長 期 保 証 金 資 本 金

保 険 積 立 金

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア 利 用 権 負 債 合 計

電 話 加 入 権

純　　 資　　 産　　 の　　 部

工 具 器 具 ・ 備 品

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

建 物 ・ 構 築 物 負 の の れ ん

そ の 他 そ の 他

貸 倒 引 当 金

短 期 貸 付 金 未 成 工 事 受 入 金

未 収 入 金 預 り 金

短 期 保 証 金 完成工事補償引 当金

受 取 手 形 短 期 借 入 金

完 成 工 事 未 収 入 金 未 払 金

未 成 工 事 支 出 金 未 払 法 人 税 等

 貸　借　対　照　表 

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 預 金 工 事 未 払 金



1.継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

該当なし

2.重要な会計方針

(1) ‥‥‥

(2)

未成工事支出金 ‥‥‥

材 料 貯 蔵 品 ‥‥‥

販 売 用 不 動 産 ‥‥‥

(3)

建 物 ・ 構 築 物 ‥‥‥

工具器具・備品 ‥‥‥

の れ ん ‥‥‥

ソフトウェア利用権 ‥‥‥

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ・ 構 築 物 ‥‥‥ 　5年～　15年

工具器具・備品 ‥‥‥ 　2年～　20年

の れ ん ‥‥‥ 　5年

ソフトウェア利用権 ‥‥‥ 　5年

(4)

貸 倒 引 当 金 ‥‥‥

完成工事補償引当金 ‥‥‥

退職給付引当金 ‥‥‥

(5)

(6) 消費税及び地方消費税の会計処理方法 ‥‥‥

売上高の計上基準 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 完成工事高の計上基準は、工事進行基準を採用

しております。

税抜方式

完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、

建築工事1.5/1000、土木工事1.0/1000の割合

で計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、就業規則に基

づく当事業年度末における退職給付見込額を計

上しております。

定額法

引当金の計上基準

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し回収不能見込額を計上しております。

最終仕入原価法

個別法による原価法

固定資産の減価償却の方法

定額法又は定率法

定率法

定額法

 個 　別 　注 　記 　表 
自2021年4月1日至2022年3月31日

有価証券の評価基準及び評価方法 移動平均法による原価法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

個別法による原価法



(1) 有形固定資産の減価償却累計額　　‥‥‥‥‥ 円

(2) 該当無し

(3) 円

‥‥‥ 円

株

該当無し

(1) 5429円 15銭

(2) １株当たり当期純利益　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 364円 89銭

6.リースにより使用する固定資産に関する注記

7.１株当たり情報に関する注記

１株当たりの純資産額　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

工事進行基準による完成工事高 17,964,392,244

5.株主資本等変動計算書に関する注記

事業年度末日における発行済株式の種類及び数

普通株式　　　　　　　　　‥‥‥‥‥‥ 1,853,000

3.貸借対照表等に関する注記

49,133,699

担保に供している資産及び担保付債務

受取手形割引高　　　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 0

4.損益計算書に関する注記


